
論点整理紙 

事 業 名 自立・帰還支援雇用創出企業立地補助事業 

執行府省庁 経済産業省 

 

○ 事業見込みと実績に大きな乖離があり、執行状況に応じた予算管理及び基

金残高の適正化が必要ではないか。 

 

○ 最終的に目指すべきアウトカム設定・説明ぶりの検討が必要ではないか。

（中長期的効果の検証に適うアウトカムの検討が必要ではないか。） 

 

○ 事業開始以降の（復興）状況の変化も踏まえ、採択要件も含めた事業のあ

り方（制度設計）について、地域の産業戦略や本事業と類似の一般的な産

業施策も踏まえながら整理し、検討していくことが必要ではないか。 
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Ⅱ地域経済効果⽴地⽀援事業

Ⅰ製造・サービス業等⽴地⽀援事業 ２ 避難指⽰区域等における住⺠の⾃⽴・
帰還や産業⽴地の促進等に資する事業

【全産業】

１ 福島国際研究都市構想（イノベ構想）
の重点推進分野に資する事業

【イノベ重点分野】

全産業※１

福島イノベ構想の重点推進分野※１
①廃炉
②ロボット・ドローン
③エネルギー・環境・リサイクル
④農林⽔産業
⑤医療関連
⑥航空宇宙

製造業、卸・⼩売業、飲⾷サービス業、
⽣活関連サービス業 等対象事業

（業種）

⼯場、物流施設、試験研究施設、コールセンター・データセンター、店舗、
宿泊施設、社宅、機械設備、その他施設

⼯場、物流施設、試験研究施設、コール
センター・データセンター、店舗、
宿泊施設、植物⼯場・陸上養殖施設、
社宅、機械設備、知事特認施設

対象施設

１２市町村の避難指⽰解除区域等浜通り等１５市町村１２市町村の避難指⽰解除区域等対象地域

３千万円〜３０億円（第三者委員会の評価が特に⾼い案件は５０億円※２）補助⾦額

⽤地（⼟地取得費・⼟地造成費）、建屋、設備対象経費
①雇⽤要件

②経済効果要件
①雇⽤要件

②経済効果要件①雇⽤要件要件

⽴地⽀援事業の概要（１）
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※１ 専ら資産運⽤的性格の強い事業、建築⼜は購⼊した施設・設備を⾃ら占有し、事業の⽤に供することなく、特定の第三者に⻑期間賃貸させるような事業 等を除く。
※２ いわき市、相⾺市、⽥村市の⼀部、南相⾺市の⼀部、川俣町の⼀部、新地町を除く。

○ 制度詳細



Ⅲ商業施設等⽴地⽀援事業
２ ⺠設商業施設型１ 公設商業施設整備型

① まちづくり会社、協同組合、商⼯会・商⼯会議所等
② 上記①が整備する商業施設への⼊居事業者

（被災中⼩企業者に限る）
補助対象地域に所在する市町村対象事業者

補助対象地域に⽴地する商業施設等及び付帯施設・設備
（２②は、⼊居事業者の事業の⽤に供する設備のみ）対象施設

１２市町村の避難指⽰解除区域等対象地域

３／４以内・５億円
（１は、地域における商業機能回復の観点から福島県知事が特に認める施設であって、かつ基⾦設置法⼈が認める施設については
上記制限を緩和することができる）

補助率及び上限

施設整備、設備、調査・設計⽤地（⼟地取得・⼟地造成）、建屋、設備、調査・設計対象経費

特になし申請に先⽴ち、事前に福島県に事業内容を説明し、同意を
得ること。要件

⽴地⽀援事業の概要（２）

3
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投下固定資産額に対する交付要件

新規地元雇⽤者数投下固定資産額（※）
2⼈以上3千万円以上
3⼈以上5千万円以上
5⼈以上1億円以上
10⼈以上10億円以上
20⼈以上20億円以上
30⼈以上30億円以上
40⼈以上40億円以上
50⼈以上50億円以上
60⼈以上60億円以上
70⼈以上70億円以上
80⼈以上80億円以上
90⼈以上90億円以上
100⼈以上100億円以上

※投下固定資産額は、原則として本補助⾦の補助対象経費。
※投下固定資産額５千万円を下限。なお、 「店舗」・「宿泊施設」・「社宅」・「知事特認施設」については、３千万円を下限。

下表の左欄に掲げる投下固定資産額（⼟地を除くことができる。）ごとにそれぞれの同表の右欄に掲
げる新規地元雇⽤者数とする。
なお、新規地元雇⽤者数のうち１／３を上限に⾮正規社員(※)を含めることが出来る。
※⾮正規社員は、１年以上の雇⽤契約を締結し、雇⽤保険に加⼊している者とする。また、⾮正規社員の１⽇
当たり労働時間の合計が、正社員１⼈の１⽇当たり労働時間を満たす場合に新規地元雇⽤者数１⼈とする。

（２）交付要件
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新規地元雇⽤者数投下固定資産額（※）
1⼈以上3千万円以上
2⼈以上5千万円以上
3⼈以上1億円以上
5⼈以上10億円以上
10⼈以上20億円以上
15⼈以上30億円以上
20⼈以上40億円以上
25⼈以上50億円以上
30⼈以上60億円以上
35⼈以上70億円以上
40⼈以上80億円以上
45⼈以上90億円以上
50⼈以上100億円以上

※投下固定資産額は、原則として本補助⾦の補助対象経費。
※投下固定資産額５千万円を下限とします。なお、「店舗」・「宿泊施
設」、「社宅」については、３千万円を下限。

下表の左欄に掲げる投下固定資産額（⼟地を除くことができる。）
ごとに、それぞれの同表の右欄に掲げる新規地元雇⽤者数とする。
また、新規地元雇⽤者数のうち1／3を上限に⾮正規社員(注)を含め
ることができる。
（注）⾮正規社員は、1年以上の雇⽤契約を締結し、雇⽤保険に加⼊している

者とする。また、⾮正規社員の１⽇当たり労働時間の合計が、正社員１⼈
の１⽇当たりの労働時間を満たす場合に新規地元雇⽤者数１⼈とする。

A．投下固定資産額に対する雇⽤要件 B．経済要件（付加価値額の増加）
補助事業の完了した⽇の属する補助事業者の会計年度の翌会計年
度を基準年とし、その翌年からの３年間、付加価値額において年率平均
５.０%以上の増加を達成すること。
なお、付加価値額の増加は、補助事業により⽴地した⼯場等のみでな
く、補助事業者（本社等を含む企業全体）の付加価値額により算出す
る。

（２）交付要件
A、B及びCのすべてを満たすこと。
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Ｃ．経済要件（地元企業との取引額）
補助事業の完了した⽇の属する補助事業者の会計年度の翌会計年度より５年間、避難指⽰区域等に本店の所在する事業者（地元企業）と、補
助事業により⽴地した⼯場等の事業に係る取引を⾏い、下表の左側に掲げる投下固定資産額（⼟地取得費を除くことができる。）ごとに、それぞれの同
表の右側に掲げる取引額を５年間の年平均で達成すること。
地元企業との取引額は、地元企業から購⼊する額を取引額とし、販売した額は取引額には含まない。
なお、取引額は、補助事業により⽴地した⼯場等における取引によるものとする。

（避難指⽰区域等以外）
いわき市、相⾺市、⽥村市の⼀部、

南相⾺市の⼀部、川俣町の⼀部、新地町

（避難指⽰区域等）
⽥村市の⼀部、南相⾺市の⼀部、川俣町の⼀部、
広野町、楢葉町、富岡町、川内村、⼤熊町、

双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村
⽴地場所

取引額（年平均）取引額（年平均）投下固定資産額
０．８億円以上０．４億円以上３千万円以上
０．８億円以上０．４億円以上５千万円以上
１．６億円以上０．８億円以上１億円以上
４億円以上２億円以上１０億円以上
８億円以上４億円以上２０億円以上
１２億円以上６億円以上３０億円以上
１６億円以上８億円以上４０億円以上
２０億円以上１０億円以上５０億円以上
２４億円以上１２億円以上６０億円以上
２８億円以上１４億円以上７０億円以上
３２億円以上１６億円以上８０億円以上
３６億円以上１８億円以上９０億円以上
４０億円以上２０億円以上１００億円以上







14

(1) 基⾦残⾼
 「交付決定額」から⽀出額が減少する要素は「確定減、返納（財産処分等）」。これに加え、「交
付決定未済額（今後⽀出予定の額）」から「⽀出済額」を差し引いたものが、「⽀出未済額（引
当⾦相当額）」となる。

 基⾦残⾼から⽀出未済額を差し引いた約150億円が基⾦純残⾼となり、予算額とともに次回公募
における採択財源となる。

○執⾏実績、成果等

※１ 「⾦額」について、端数処理等の関係で、表に記載のある計算式に従って算出した数字が、表に記載している⾦額と完全に⼀致しな
い箇所がある。

※２ 採択額よりも減額して交付決定された事業があるため、「①当初交付決定額（事業廃⽌等除く）」、「＜参考１＞事業廃⽌等額」及
び「Ａʼ︓交付決定未済額（今後⽀出予定の額）」を合計しても、「採択額（辞退除く）」とは⼀致しない。

※３ 事務管理費は除外（１年当たり約2億円）。
※４ 「件数」について、同⼀の補助事業者が複数回の計画変更を⾏ったり、計画変更を⾏いかつ確定減となったりする等のケースもカウ

ントしている関係上、「②計画変更額」及び「C:確定減、返納額（財産処分等）」については、件数の記載を省略している。
※５ 採択後に辞退した件数は31件であり、採択件数192件から差し引いた件数が、左列の「採択額（辞退除く）」の件数となる。
※６ 事業中の件数は36件であり、「A︓交付決定額」134件から「B:⽀出済額」73件を引いた61件の内数。（61件と事業中である36件

の差25件は、事業完了しているが⽀払⼿続中の案件）

令和６年3⽉末時点(単位︓百万円)

採択額（辞
退除く）

①当初交付
決定額（事
業廃⽌等除
く）

②計画変更
額

A︓交付決
定額（①－
②）

<参考1>事
業廃⽌等額

Aʼ︓交付決
定未済額
（今後⽀出
予定の額）

Ｂ︓⽀出済
額

＜参考2＞⽀
出⼿続中及
び事業中額

Ｃ︓確定
減、返納額
（財産処分
等）

Ｄ(Ａ+Ａʼ－
Ｂ－Ｃ)︓
⽀出未済額
（引当相当
額）

Ｅ︓基⾦残
⾼

Ｆ(Ｅ-Ｄ
+C)︓
基⾦純残額

117,353 91,301 609 90,693 7,418 11,897 35,550 55,143 690 66,350 80,574 14,914

（件数） 161 134 134 13 14 73 61 75



○交付決定件数︓ 134件 交付決定額︓90,693百万円・・・A
○企業等⽴地数（補助⾦⽀出済分）︓73件・・・B 雇⽤⼈数︓543⼈
○交付後の廃業、撤退等︓なし

（２）実績及び成果

（３）執⾏率等

15

○採択済みで交付未申請︓ ０件
○交付申請後、交付未済︓14件 採択額︓11,897百万円・・・Ａʻ
○交付決定後、⽀払いに⾄っていない
・事業完了に⾄らず事業廃⽌等︓13件 交付決定額︓7,418百万円・・・<参考1>
・事業完了しているが⽀払⼿続中︓25件 交付決定額︓16,832百万円
・・・Ａの内数（a）
・事業中︓36件 交付決定額︓38,310百万円・・・Ａの内数（b）
○Aの内数である(a)と(b)の合計が、P14表のA(交付決定額)からB(⽀出済額)を引いた
数と⼀致する。・・・<参考2>



（４）年度の⾒込みと実績の乖離率

令和５年度令和４年度令和３年度令和２年度

17,02414,63815,26216,046事業費⾒込

4,1539,4518,3375,985事業費

12.8715,1876,92510,061乖離額

75.6%35.4%45.4%59.9%乖離率

（出所）基⾦シート

（単位︓百万円）
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（５）保有割合









○基⾦の⾒直し⽅針
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現状

今後の⾒直し⽅針
○現状、事務局が⾏っている業務を改めて洗い出したうえで、基⾦設置法⼈と事務局との業務分担の
⾒直しについて、検討してまいりたい。

【基⾦設置法⼈︓公益財団法⼈福島県産業振興センター】
・基⾦の管理運⽤に加え、補助事業の執⾏管理、事務局の指導監督等を実施。
・同法⼈は、複数の基⾦事業の管理運⽤実績や、福島県、被災⾃治体の状況等の知⾒を有していることから、当
センターを選定。その後も、事務局の指導監督を通じて、事務局業務の知⾒を蓄積。

【事務局︓みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社】
・当省が策定した実施要領に基づく交付規程を策定し、補助事業者の採択及び補助⾦事業の執⾏管理等の補助
業務を実施。

○制度の根幹となる判断・執⾏については、当省、基⾦設置法⼈と事務局との間で定期的に打合せを
⾏い、事務局を指導監督。


































